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新標準？ 中国における核エネルギーの 
将来性の変化

M・V・ラマナ、エイミー・キング

要　旨

　中国は近年になって原子力発電の拡大目標を下方修正しており、

2020年度までに70ギガワット（GW）の発電能力を確保するとい

う2009年当時の目標が2016年に58GWに変更された。本章では、

この目標修正が3つの主な要因から生じたものであることを論じる。

第1の要因は低成長型経済への移行であり、それに伴いエネルギー

および電力需要の成長も鈍化した。低成長経済という中国が現在置

かれている状況を考えるならば、原子力発電能力を急速に拡大させ

る必要性は過去のものになったと言えよう。第2の要因は、2011年

3月に日本で発生した福島原発事故の後、中国政府が行なった一連

の政策変更である。福島原発事故の発生以来、中国国務院は内陸部

における原子炉建設計画を中断し、より近代的な（第3世代）原子

炉の建造に限定した。第3の要因は、人口集中地域の近郊に原子力

施設を建設することへの反対運動に対する、中国政府の反応である。

総合的に見て、これらの要因は中国における原子力発電の成長率鈍

化をもたらすものと思われる。
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序　論

　2016年3月、中国全国人民代表大会（全人代）は13次5ヵ年計画（2016-2020）

を採択し、2020年までに既存の原子力発電所の発電能力を58ギガワット（GW）

に、建設中の原子力発電所の発電能力を30GWに増強する国家目標を設定した。

29GWという現在の発電能力（2016年5月現在。国際原子力機関〔IAEA〕原子炉情

報システム〔PRIS〕データベースによる）を倍増させるというこの目標は、一見

野心的に思える。にもかかわらず、それをより仔細に検討し、背後にある経緯を

考察することで、いくぶん違った話が見えてくる。時は遡って2002年、当時作

成された原子力拡張に関する中短期計画書の草案によると、中国は2020年まで

に発電能力を40GWに増強することになっていた。2009年にはこの目標数値が

劇的に増加し、同じ期間で70GWへの増強と定められる。高いハードルではあ

るものの、70GWという目標値は容易に達成できると見込まれていた。たとえば

原子力発電所の建設・運営を担う主要な国有企業（SOE）の一つ、中国核工業集

団公司（CNNC）の科学・技術部門責任者も、「2020年までに70GWを達成する

のはさしたる問題ではないだろう」（Stanway 2009）と述べている。それでは、

70GWの能力増強をうたった計画書草案が発表された2009年から、5ヵ年計画の

中でそれが58GWに引き下げられた2016年までの間にいったい何があったのだ

ろうか？　本章ではこの下方修正の要因として、2011年3月に発生した福島原発

事故を受けて政府が政策を変更するとともに、国民の懸念に対して敏感になって

いること、および低成長経済への移行に伴いエネルギーと電力に対する需要の伸

びが停滞していることを指摘する。

　原子力発電の数値目標に影響を与える第1の要因は電力需要の増加率である。

中国における電力需要は、工業製品の輸出を主体とする経済からサービス部門お

よび国内消費を指向する経済への移行という構造変化が始まったことを受け、横

ばいが続いている。この移行はいわゆる「新標準」（Green and Stern 2016; Hu 

2015; Levi, Economy, and Rediker 2016）をもたらし、それに伴いエネルギーと電力

の需要も減少した。また様々な形態の発電所が生み出す平均電力量も減少してい
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る。全体を見ると、2015年度における発電所の稼働時間は前年と比べ349時間

短くなっており、とりわけ地熱発電所は410時間の短縮となっている。その一方

で各原子力発電所の電力供給時間は平均437時間短くなり、これはあらゆる発電

形態の中で最大の短縮幅で（Wong 2016a）、中にはこうした時間短縮を長期的傾

向と見る者もいる（Ying 2016）。こうした状況の下、原子力発電の数値目標を急

激に増加させる必要性は過去のものとなるだろう。

　中国における原子力の目標設定を変化させた第2の要因は福島原発事故であり、

中国政府による急速な原子力発電増強計画を即座に押さえ込む効果をもたらした。

福島の事故からわずか5日後、中国の最高行政機関である国務院は次のように発

表している。

原子力の安全規制が認可されるまで、すでに試運転中のものを含む新規原子

力発電プロジェクトの認可を一時見合わせる……原子力発電所を建造するに

あたり、安全性こそが我々の最優先事項である（Bristow 2011）。

　以来、中国政府は安全性の確保に文字通り力を注いでおり、事故リスクの軽減

を目的とする運用規則を数多く導入した（その詳細はKing and Ramana 2015に記さ

れている）。さらに、国務院は二つの重要な決定を下している。（1）内陸部にお

ける原子炉建造の制限および、（2）新規に建造される原子炉を「第3世代型」に

限定したことである。また本章の執筆時点で、国務省は原子力発電の拡充をさら

に制限する第3の草案をすでに発表している。つまり全ての原発事業者に対し、

新規プロジェクトの推進に先立って地元住民の意見を聴取し、その地域の「社会

的安定性」に与える影響についての報告書を提出することを義務づける、という

ものである。

　別の機会（King and Ramana 2015）に論じたが、これらの決定、とりわけ内陸

部における新規建設を中止する決定は、中国の経済計画、大気汚染削減計画、企

業の経済的関心、原子力に対する国民の反対、そして地方政府の官僚的圧力によ

って形作られ、かつ異議を唱えられている。より一般的に言えば、原子力に関す

る中国の選択は、地方政府、および原子力部門を牛耳る国有企業に対する政治権
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力が比較的強い同国の統治システムによって形作られているのである（Xu 2008, 

2014; Ramana and Saikawa 2011）。福島原発事故を受け、原子力の安全性をより一

層確保するという中央政府の決定が将来にわたって維持されるか否かは、これら

様々な関係者の相互作用、およびそれぞれの優先順位に左右されるだろう。にも

かかわらず、2011年から12年にかけて下された二つの決定こそが、2020年度に

おける原子力増強目標の削減をもたらしたものであると、我々は考える。経済構

造の変化が存在しなければ、福島原発事故後に下された決定は一時的な政策変更

しかもたらさなかったはずだ。しかし中国のエネルギー需要が根本的に変化した

こと、および原子力への国民の反対に政府がますます懸念を抱いていることと合

わせ、こうした政策面の変化が中国における原子力発電の将来像を大きく決定づ

けるものと、我々は予想する。

　本章では、まずエネルギー需要増加率の低下と、それが原子力発電の増強目標

に与える影響について詳述する。次いで内陸部における原子炉建設の禁止、今後

建設される原子炉の種類について国務院が設定した制限、そして江蘇省連雲港市

で建設が進められていた核再処理工場が住民の反対を受けて2016年に建設中止

を余儀なくされたように、国民の原子力への否定的態度に対する政府の反応が何

を意味するかを論じる。そして最後に、我々の主張に関する全般的な結論と、中

国における原子力の将来像を形作るであろう政治的闘争を述べて本章を締めくく

る。

中国におけるエネルギー需要の本質的変化

　中国の経済成長率と成長戦略はここ数年で大きく変化している。2000年から

2013年にかけてエネルギー集約型の重工業部門が急速な成長を遂げた後、中国

経済はサービスや先端テクノロジーといったエネルギー集約度がより低い部門へ

の移行を始めている（Green and Stern 2016）。これは意図的なものであり、指導層

は輸出部門に対する過度の注力をやめ、国内需要を利用する方向に舵を切ってい

る。そうした移行によって、大規模重工業が環境面にもたらす影響を和らげるこ

とができるという期待も、その背景にある。またそれに加え、エネルギー効率の
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改善も強調されている。一例を挙げると、中国国家能源局（CNEA）は2016年度

のエネルギー消費削減目標を国内総生産（GDP）1単位あたり少なくとも3.4パ

ーセントと設定した（Xinhua 2016）。これらの要素はいずれも「新標準」に寄与

するものであり、エネルギー消費増加率の低下をもたらしている。2000年から

2013年にかけてのエネルギー消費増加率が年平均およそ8パーセントだったのに

比べ、2014年のエネルギー総消費は2.2パーセントの増加にとどまっており、

2015年はわずか0.5パーセントであった（Green and Stern 2016: 5; China Electricity 

Council 2016）。さらに、中国経済が鉄鋼およびセメントに代表される重工業部門

からますます脱却するのに合わせ、2025年までのエネルギー消費増加率も年あ

たりわずか1.8パーセントにとどまるものと推計されている（Green and Stern 

2016: 10）。また石油・天然ガス企業のエクソンも独自に推計を行なっているが、

2025年までの年間エネルギー需要は2.2パーセントの増加にとどまり、「中国の

エネルギー需要は2030年頃に頭打ちとなる」と予測している（Groden 2016）。当

然、これらの推計はエネルギー需要の増加に関するものであって、都市化の進行

といった傾向のために電力需要は高水準を維持する可能性がある。とは言うもの

の、エネルギー需要の成長率が4分の1に減少したならば、電力需要の成長率も

そこまで急激にではないにせよ、それに合わせて低下するのは避けられない。

　そうした経済的変化が発電計画に影響を与えるという認識も、徐々にではある

が広まりつつある。国家発展改革委員会（NDRC）の上級リサーチフェローであ

る周大地はこう記す。

中国の電力部門で拡大を続ける「新標準」は、産業構造の再編成から生じた

需要の低下および出力の縮小によって象徴されている。かつては年間8パー

セントもしくはそれ以上の割合で電力消費が増加していたが、現在の状況は

大きく異なっている。（Ying 2016にて引用）

　アナリストのジャン・リン、カン・フー、そしてアレクサンドリア・ユアン

（2016）は20年間にわたるGDPおよび電力消費の地域別データを用い、電力需

要の飽和、経済の発展、そしてサービス型経済への移行が進んでいる最も豊かな
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地域において、電力消費の頭打ちが顕著であると推測した。3人が用いた各種資

料は、電力利用における「新標準的関係」の出現を示唆しており、ゆえに彼らは

こう警告する。

電力システムの計画策定がこうした新たな傾向に対応するものでなければ、

発電能力の過剰な保有に至る可能性が極めて高く、数千億ドルもの投資が座

礁資産となるだろう。（Lin, He, and Yuan 2016: 52）

　事実、「環境影響評価（EIA）の結果を待つ全ての石炭火力発電プロジェクトが

2020年までに操業を開始すれば」、発電能力が電力需要を200GW以上も上回る

事態となる（Yuan et al. 2016: 136）。中国では他の分野においても供給過剰が発生

しており、これは驚くべきことではない。「ゴーストシティー」と呼ばれるもの

がその一例である（Chinadialogue 2015）。

　能力の余剰は均一に分布しているわけでなく、地域ごとにミスマッチの程度が

異なっている（電力需給の地域的差異が理由の一部）。そのため特定の地方では原

子力発電所による発電量の削減を余儀なくされており、原発事業者が発電量削減

を求められた地域として、福建省、海南省、そして最も顕著な例として「中国広

核集団の赤鉛江原子力発電所が大幅縮小の危機に直面している」遼寧省が挙げら

れる（Wong 2016b: 4）。また将来に目を向けると、現在計画中の石炭火力発電所

の一部が実際に稼働を開始しただけで、原子力発電所のさらなる拡充に歯止めが

かかる状況となり得る。石炭火力発電所と原子力発電所はベースロード電源とし

て競合関係にあると考えられるからである。

　中国経済の変容と、低成長・低エネルギー消費型経済への移行は、2002年か

ら11年にかけて打ち出された野心的な原子力発電の増加率目標を達成すべく新

規原発の建設を急速に進めなければならない、という中央政府への圧力が大きく

緩和されたことを意味しており、その影響はすでに現われている。次節で見る通

り、内陸部における原子力発電所の建設再開を求めるにあたり、地方政府と原子

力業界が振るうことができる影響力は小さくなっているようだ。



第4章　新標準？ 中国における核エネルギーの将来性の変化　　111

内陸部における原子力発電所の建設禁止と、結果として生じた用地不足

　中国の原子力拡大を制限している重要な要素の一つとして用地の選択が挙げら

れる。福島原発事故の前、中国は広範囲にわたる原子力発電所の建設計画を有し

ており、以前から原子炉が存在していた沿岸部だけでなく、内陸部も新たな建設

予定地としていた（Du 2010）。しかし福島原発事故の後、国務院が第12次5ヵ年

計画の期間中（2011-15）に内陸部で原子炉を建設することを禁ずるなど、中国

政府は内陸部における原子力発電所の建設を禁止している。そして中国政府によ

るこの決定は安全面からの理由によるものであった。原子炉は炉心を冷却するた

めに大量の水を必要とし、冷却水が十分でないと深刻な事故につながる。原子力

発電所の建設予定地が内陸にある場合、水源は川や湖だけとなるが、いずれも灌

漑や一般家庭用など様々な目的に使われている。ゆえに内陸部の原子力発電所は

海岸部に比べ、近くの水源やそれに頼って生きる近隣住民に極めて大きな危険を

及ぼす。これから述べるように、2012年に決定がなされて以来、様々な既得権

益を持つ者から制限解除の圧力がかけられている。しかし今のところ、中央政府

はこうした圧力に耐えており、第13次5ヵ年計画でも内陸部での原子炉建設を少

なくとも2020年まで延期することが示されている（Yu 2016b）。

　こうした安全面の懸念は、中国の研究者によって以前から指摘されていた。内

陸部における原子炉建設の反対者として名高い何祚庥（He Zuoxiu）は、中国初

の原子爆弾開発に関わった経歴を持つ、同国を代表する理論物理学者である。何

は水供給問題に対する懸念と、2030年までに中国国内で原発事故の起きる可能

性が「極めて高い」（He 2013; Xuyang 2012）という自らの分析結果から、「内陸地

方における一切の原子力発電所」の建造に反対している。もう一人の主要人物と

して、国務院傘下の研究所で政策研究員を務め、安全面の見地から内陸部におけ

る原発建設に異議を唱えてきた王亦楠（Wang Yinan）の名が挙げられる（Yu 

2016b）。また高名な批判者の中には、原発プロジェクト予定地に接する地方の政

府職員も含まれる。それを最もよく表わしているのが江西省で進められている彭

沢原子力発電所プロジェクトであり、当初はAP1000原子炉2基の建造が予定さ
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れていた（Wang 2009）。

　湖北省咸寧および湖南省桃花江で進められているプロジェクトと合わせ、彭沢

原発プロジェクトは2000年代後半に提案された内陸部初の原発建設プロジェク

トの一つである。2010年、中国政府の原子力関係者は、これらの場所で年末に

も「建設開始の準備が整う」と予測していた（Zheng and Wu 2010）。しかし福島

原発事故によって彭沢原発に対する激しい反対運動が起き、隣接する安徽省では

とりわけ反対の声が強かった（Cui 2012）。彭沢原発の建設予定地は、安徽省の

農民に不可欠な水を供給している揚子江沿いに存在していたのである（Hook 

2012）。2011年7月、安徽省の元政府職員4人が地元政府と中央政府の関連機関

に請願を行ない、プロジェクトの認可に関する様々な問題点を挙げて工事の中止

を求めた。最終的にこの請願は、建設予定地の下流に位置する安徽省望江県の行

政当局に届いた。その結果、望江県はプロジェクトに反対の立場をとり、同プロ

ジェクトが「EIA報告書を改ざんした」と公の場で非難するとともに、人口密度

の高さと地震の可能性に関する懸念を表明した。また建設予定地の選定に先立ち

隣接する各地域に相談がなかったとして江西省を批判している（Wen 2014）。

　この事例は、原子力発電所の建設予定地を決定する際に利害の対立が発生し得

るという、より一般的な問題を指し示している（Aldrich 2008）。つまり、原子力

発電所による経済的利益は全てそれが立地している省（江西省）のものとなるが、

事故による影響は隣接する各省（安徽省など）にも及ぶ構造になっているのであ

る（Zhu 2014）。

　また中国には、内陸部における建設再開を目指して活発に動く非常に強い勢力

が存在している。将来的に原子力発電所が立地する内陸部の省および県政府、そ

して原発を建設・運営する国有企業などがそれである。こうした勢力を理解する

ために、福島原発事故以前から原子力発電所の建設が計画されていた内陸部の3

ヵ所―湖南省桃花江、湖北省咸寧、そして江西省彭江―における状況を検討

してみよう。

　湖南、湖北、江西の各省政府が内陸部における原子力発電所の計画および建設

を再開するという意気込みは経済的利益に起因するものである。各省政府はそれ

ぞれのプロジェクトに利害関係を有しており、たとえば湖南省政府が桃花江プロ
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ジェクトの5パーセントを直接投資する一方、江西省政府はプロジェクトに投資

した地元エネルギー企業を金融支援することで、間接的にプロジェクトの40パ

ーセントを握っている（Yu 2015）。

　また省政府は原子炉の稼働開始によって経済的利益を得る立場にあり、地元国

営企業はこのことを必死にアピールしている。一例を挙げると、2014年9月、湖

南桃花江原子力発電公司の総経理（社長）を務めるチョン・ヤンクオは記者らに

対し、桃花江原発に対する700億元（110億ドル）の投資は湖南省のGDPを

1,000億元以上押し上げ、年間150億元もの税収をもたらすだろうと述べている

（Zhongguo Jinggong Bao 2014）。こうした主張は、湖南桃花江原子力発電公司、湖南

省政府、そして（桃花江原発の建設予定地である）地元の桃江県政府が、内陸部

における原子力発電所を容認するよう北京の中央政府に共同で圧力をかけ、また

マスメディアなど公の媒体を用い、内陸部の原発がすぐにも完成するという期待

を高めることにつながった（Xu 2014:24; Securities Daily 2015）。たとえば2014年9

月、桃花江原子力発電公司の総経理は報道陣に対し、「桃花江原子力発電所の予

備的作業は予定通り2016年に始まる見込みである」と語っている（Zhongguo 

Jinggong Bao 2014）。同様に、2015年3月に開催された全人代において、湖南省お

よび湖北省選出の代議員は中央政府に対し、第13次5ヵ年計画の開始に合わせて

内陸部における原子力発電所の建設を再開するよう求めるとともに、桃花江、咸

寧、彭江の各プロジェクトはすでに建設準備が整っていると主張した（Zhongguo 

Hedian Wang 2015）。さらに、建設禁止が解かれることを見通して、内陸部で新た

な原発予定地が計画されるという予兆もあった。2014年7月には、中国広核集団

（CGNPC）が「中国南西部の貴州省で建設が予定されている2ヵ所の原子力発電

所に対し、380億元（61億ドル）を投資することに同意した」と報道されている

（Xinhua 2014）。だが福島原発事故の発生前に、同省における原発建設計画は存

在していない（WNA 2010）。

　省政府と原子力業界はまた、内陸部における原発建設の禁止を解除するよう中

央政府に圧力をかける手段として、国務院の発展目標をも利用しようと試みてい

る。これは原発を新規に建設できる場所が沿岸部にほとんどないことを名目とし

ており、ゆえに中国の原子力発電能力を向上させるには内陸部に新たな場所を求
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めるしかない、というわけである。商業専門誌のNuclear Intelligence Weeklyは2015

年に次のように分析している。

2012年に国務院が裁可した中長期核開発計画（2011-2020）は、2020年末の

時点で稼働中の原子力発電所による発電容量が5万8,000メガワット（MW）、

建設中の発電所による発電容量が3万MW、計8万8,000MWの発電容量を

有することを打ち出している。これを達成するには、今後6年間で出力

1,000MW規模の原子炉を年平均6ないし7基建造する必要があり、その合計

はおよそ4万MWになる。沿岸部の建設可能用地がますます少なくなってい

るため、内陸部の用地も候補に入れなければこれは達成不可能である。事実、

2007年に公表された国務院のデータには、原子力発電所の建設用地として

40ヵ所がリストアップされているものの、そのうち少なくとも31ヵ所は内

陸部に存在しているのである。（Yu 2015）
1

　結果として、省政府と原子力業界はロビー活動を行なうにあたりこれらの古い

目標値を使っている。湖南桃花江原子力発電公司が実施した実現可能性調査の報

告書にも、建設可能な場所が限られているため、中央政府の原子力発電目標と、

既存および建設中の原子力発電所による発電能力との間に「大きな隔たり」が存

在すると記載されている（Zhongguo Jinggong Bao 2014）。同様に、2016年3月に開催

された中国人民政治協商会議の期間中、CGNPCのトップを務める賀禹は報道陣

に対し、中国の経済発展目標を達成するにあたり、既存の原子力発電能力は「い

まだに低すぎる」と述べている（L. Wang 2016）。

　こうした強大な圧力と沿岸部における原発建設用地の不足にもかかわらず、中

央政府は現在に至るまで内陸部での原発建設禁止を解除していない。2014年12

月、国務院はエネルギー開発戦略行動計画（2014-20；以後「行動計画」と記す）

1   同様の原子力エネルギー目標は、2014年5月にNDRC、能源局、および環境

保護部が共同で作成した「大気汚染の防止・抑制を強化するためのエネルギー産

業行動計画」に記述されている。
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を公表した。この行動計画に関する内部文書は、内陸部での原発建設にはさらな

る調査と安全性の証明が必要だとしている（CNEA 2014b）。また行動計画の公表

前後になされた各種報道も「中国内陸部の原発建設にはなお多くの議論が存在し

ている」とする一方、CNEA幹部は報道機関に対し、内陸部の原発建設を進める

にあたっては「何度も繰り返し安全性を立証せねばならない」と述べている

（CNEA 2014a）。

　さらに2016年3月、ヌル・べクリCNEA局長は天然資源防護協議会（NRDC）

副議長と共同で発表を行ない、内陸部における原発建設を促進する目的で中央政

府の数値目標を使ったとして、各省政府と原子力業界をあからさまに非難した。

その中でべクリは、「第13次5ヵ年計画に取り入れられた原子力発電の増強目標

（58GW）を達成するには、沿岸部の原子力発電所で十分だ」と述べている（Xie 

2016）。その上で、内陸部における原発建設を「再開する予定はない」と語り、

CNEAとしては安全性が「絶対的に保証される」場合にのみ内陸部のプロジェク

ト再開を勧告するとした（Xie 2016）。こうした異例の厳しい発言―厳密に言え

ば、安全性の絶対的保証は不可能である―は二つのことを示唆している。第1

に、沿岸部以外で原子力発電所を建設するにはいまだ大きな政治的障壁が立ちは

だかっていること、そして第2に、NDRCと国務院は低調なエネルギー需要のお

かげで、内陸部の建設再開を求める省政府および原子力業界の圧力に、より耐え

られること、である。第2の点は、先に論じた石炭火力発電能力の余剰分の地域

分布を検討することで裏付けられる。内陸部に位置する二つの地域送電網―北

西部送電網と中央部送電網―において、提案中の石炭火力発電所が全て稼働を

開始したならば、その合計発電量は4万1,010MWとなり、発電能力の余剰は4

万7,300MWとなる（Yuan et al. 2016: 142）。

新型原子炉の設計に関する問題点

　国務院が2011年から12年にかけての検討を経て布告した政策変更による第2

の制限は、「新規に建設される原子力発電設備は、第3世代技術の安全基準を満

たさなければならない」という規制である（Wen 2012）。これが原子力の急速な
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拡張に突きつける問題は、第3世代型つまり最新型の原子炉が、中国だけでなく

世界各国においてより高額なものとなり、しかも建造により多くの年月を要する

ようになっているという事実である（Schneider et al. 2015）。

　福島原発事故の発生以前、中国政府の原子力部門担当者と政策決定者は、第3

世代型原子炉の開発を、中国の原子力部門における主要な技術目標と認識してい

た。また政府が2005年に公表した「国家中長期科学技術計画（2006-2020）」で

も、研究開発が優先的に行なわれる分野として「最先端大規模加圧水型原子炉」

の国産化が挙げられている（Mu 2010: 380）。だがこうした目標にもかかわらず、

福島原発事故当時、中国は第3世代型原子炉技術の国産化をまだ進めている最中

だった。2011年当時、中国で建設中だった27基の原子炉は、CNP-600、CPR-

1000、AP1000、および欧州加圧水型原子炉（EPR）の各タイプで構成されてい

た（WNA 2011）。これらの中で中国製のCNP-600とCPR-1000は第2世代に分類

されており、ヨーロッパ製およびアメリカ製のモデルに比べ安全性が低いと考え

られていた
2
。中央政府はこれを受け、西洋型モデル（この場合はAP1000）の改

良型を基に国産の第3世代原子炉を開発すべく、「原子力発電自立プログラム」

の策定を命じた。しかし福島原発事故のわずか1年前である2010年、清華大学

の科学者2名は「中国は第2世代原子炉の技術を基本的に修得したが、第3世代
4 4 4 4

型の開発に必要とされる研究開発
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

はいまだ不十分である」とした（Zhou and 

Zhang 2010; 4283、傍点著者）。ゆえに福島原発事故当時、中国に独自の第3世代

原子炉を建造できる能力がなかったことは明らかである。

　にもかかわらず、中国の原子力業界は国民を安心させるべくすぐさま行動に移

り、第3世代型原子炉を土台とする原子力発電の拡大は引き続き安全に行なわれ

ると強調した。一例を挙げると、中国電力投資集団公司の総経理を務めるルー・

チーチョウは「大地震に襲われた日本の原子力発電所で用いられている原子炉は

2   2010年の時点で第3世代原子炉に分類されているのは、AP1000、改良型沸

騰水型軽水炉（ABWR）、高経済性単純化沸騰水型原子炉（ESBWR）、欧州加圧

水型原子炉（EPR）、そしてロシア型加圧水型原子炉（VVER）のみである。この

うちESBWRは2010年当時まだ認証を受けていなかった。
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第2世代型であり、緊急時に冷却システムを作動させるには予備電源に頼らなけ

ればならない」とし、その一方「中国沿岸部で建設中であり、また広大な内陸部

でも導入が予定されているAP1000原子炉は第3世代型なので、こうした問題を

克服する安全策を備えている」と指摘している（Xinhua 2011）。

　こうした発言は、競争力強化を目指す中国原子力業界による一連の行動につな

がった
3
。中国は第3世代原子炉を独自に建造できる能力をまだ有していないた

め、第3世代の技術を活用するには、AP1000をはじめとする西洋型のモデルに

頼る必要があった。しかし「第3世代型原子炉技術を……受領するにあたり、外

国組織と契約書を交わす」ために必要な政府の許可を得ているのは、国家核電技

術有限公司（SNPTC）ただ1社だった（SNPTC 2011）。福島原発事故後の新規原

子力発電所では第3世代原子炉のみが稼働を許されると中国国内で予測されたこ

とを受け、SNPTCは2011年5月―事故からわずか2ヵ月後―にウェスティ

ングハウス・エレクトリック社の幹部と会合を持ち、同社製の原子炉が中国の原

子力市場を独占することになるだろうと述べた（Li and Tranum 2011）。

　中国の原子力業界におけるライバルたちが、自らの市場シェアを脅かしかねな

いこうした動きに反応するまで、それほど時間はかからなかった。同国の原子力

部門を構成する他の有力2社、すなわちCNNCとCGNPCはただちに独自の原

子炉開発を始めることでこれに対処した。両社によると、その原子炉は第3世代

型の技術的な要求を満たすものだという。

　2011年11月、CGNPCはACPR1000新型原子炉の「完全な知的財産権」―

輸出に必要不可欠な条件―を取得したと発表する。ACPR1000は「第3世代型

原子炉テクノロジーの国際標準を満たす」にあたり福島原発事故の教訓を取り入

れたと、同社は述べている（Pan 2011）。それから数ヵ月後の2012年1月に開催

された第3回アジア原子力サミットでは、CNNCも独自のACP1000原子炉を発

3   各種報道も「中国が原子力技術の安全性により焦点を当てる中、アメリカの

ウェスティングハウス・エレクトリック社が開発したAP1000第3世代原子炉の

技術を、将来建造する原子力発電所に導入する可能性が高い」という印象を広め

ている（Liu 2011）。
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表した（Zhou 2012）。それらに加え、CNNCとCGNPCは華龍1号という第3世

代型原子炉を共同で開発し、2014年に国家原子力安全局の認証を受けている

（Hore-Lacy 2014）。華龍1号が単一の原子炉なのか、あるいはCNNCとCGNPC

がそれぞれ別に設計した2種類の原子炉を同じ名前で呼んでいるのかについては、

今も議論が分かれている（Yu 2016a; �omas 2017）。

　こうした問題にもかかわらず、華龍1号は中国が誇る最先端の原子炉として国

外への売り込みが熱心に行なわれており、2015年2月にはCNNCとアルゼンチ

ンとの間で輸出契約が結ばれている（World Nuclear News 2015）。また2016年3月、

CGNPCとCNNCは海外市場における華龍型原子炉の販売を促進すべく、対等

出資で新会社を設立した（World Nuclear News 2016）。中国の原子力業界は華龍1号

の海外展開をさらに拡大する手段として、習近平国家主席が打ち出した「一帯一

路構想」の活用も始めている。2016年3月、CNNCの孫勤総経理は、原子力発

電の開発を目指す「一帯一路」地域の40ヵ国以上において、華龍1号が20ない

し30パーセントの市場シェアを獲得するという野心的な期待について語った

（CNNC 2016）。

　CNNCとCGNPCがこれらの新型原子炉を開発するのに要した時間は、第3世

代原子炉の安全基準を本当に満たせるかどうかに関する深刻な問題を提起してい

る。両社が原子炉輸出市場への参入を目指し、福島原発事故以前から第3世代型

原子炉の開発を公にしていたのは確かだが、ACPR1000、ACP1000、そして華龍

1号の開発に対する真の原動力は、2011年の原発事故後に初めて生じたものであ

る（World Nuclear News 2010）。なおウェスティングハウス社のAP1000原子炉は

2012年2月にアメリカ国内での建設を認められた（Hargreaves 2012）が、アメリ

カ原子力規制委員会（NRC）が検査を行なった原設計の修正箇所は19しかない。

さらに、AP1000自体がAP600原子炉の修正型であり、NRCはその13年前の

1999年に「NRC職員、エネルギー省、電力研究所および支援機関、ウェスティ

ングハウス社およびその下請け企業ならびにパートナー企業による、10年間に

わたる数百万ドル規模の努力」を経てAP600に認可を与えていた（Westinghouse 

Electric Company 2000）。

　中国企業が第3世代型原子炉の開発に比較的短い期間しか要しなかったことは、
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これらの中国製モデルが第3世代型と呼ばれているのは名目に過ぎないことを示

唆している。事実、これら新型原子炉の開発を追い続けたアナリストたちは、そ

のいずれも福島原発事故以前から中国で数多く建造されている第2世代原子炉

「CPR-1000の拡張版」に過ぎないとしている（Hinze and Zhou）。華龍1号はすで

に認可されているが、その設計は「初期段階」にとどまっているという
4
。

　中国ではより進化した原子炉（フランスおよびアメリカからの輸入）の建造が

行なわれているものの、それに伴い巨額のコスト超過と長期の遅延に悩まされて

いる。台山で建設が進められているEPR1号機と2号機は元来それぞれ「2013年

末および2014年秋の稼働開始」を予定しており、フランスのアレヴァ社も「そ

の時点でさらに多くの原子炉建設に取り掛かっている」ものと期待していた

（�ibault 2010）が、どちらの望みも叶えられることはなかった。しかし2016年1

月、台山1号機で冷態機能試験が実施される（Taishan Nuclear Power Joint Venture 

Co. 2016）。これは原子炉への燃料装荷前に完了することを義務づけられた使用

前検査の一つである。そして同年3月、CGNPCの幹部は台山1号機の稼働開始

を2017年と予測した（Cha�ee 2016）。

　中国は三門および海陽の両原子力発電所で第3世代原子炉AP1000を建造して

いるが、そのいずれも長期の遅延、巨額のコスト上昇、そして安全に関する問題

の発覚など深刻なトラブルに見舞われている（Stanway 2014; Yap and Spegele 2015; 

Lok-to 2016）。これら原子炉の主たる問題の発生源は、アメリカのカーチス・ラ

イト社が製造した冷却ポンプである。冷却ポンプは原子炉内で水を循環させ、炉

心内の核分裂によって生じた熱を運ぶ役割を果たしているが、原子炉冷却ポンプ

に異常があると安全上重大な結果を引き起こしかねず、中国の原子力関係者も以

前から懸念を表明していた。たとえば2013年には、CNNCの元副総経理がこう

不満を漏らしている。「我が国の国家指導者は（原子力の安全性に）重点を置いて

いるが、プロジェクトを遂行する各企業は同じ程度の認識を持っていないように

思われる」（Ng 2013）。その結果が度重なる遅延だった。2017年1月の時点で4

基のAP1000原子炉が年末までの稼働開始を予定していた（World Nuclear News 

4   2015年3月9日に送られたC・F・Yuの私信より。
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2017）が、その通りになったとしても、AP1000による電力供給は当初の計画か

ら4年も遅れているのである。

　緩慢な建設ペースは原子力発電の目標値を押し下げただけでなく、コストの上

昇という結果ももたらした。中国原子力エネルギー局が行なった推計によると、

第3世代型原子炉の建造費用（AP1000の場合、1キロワット（kW）あたり2,300

ドル）は第2世代型原子炉の建造費用（CPR1000の場合、1kWあたり1,750ドル）

に比べてはるかに高いとされる（IEA/NEA 2010: 48）。また最近では、華龍1号の

開発副責任者が「華龍1号の建造費目標は……建造数が大規模になった時点で」

1kWあたり2,500ドルに上ると予想している。「建造数が大規模になった時点で」

という但し書きを入れたのは、初期の建造費用はそれよりはるかに高額で、キロ

ワットあたり2,500ドルという水準があくまで将来の努力目標に過ぎないことを

ほのめかしている。さらに、他国における原子力発電所の建設を特徴づけている

コスト上昇と消極的学習のパターン（Boccard 2014; Grubler 2010; Koomey and 

Hultman 2007）が中国でも繰り返されれば、キロワットあたり2,500ドルという

目標は永遠に達成されないだろう。また別の新聞記事も、華龍1号の建造費用が

キロワットあたり3,000ドルに達すると暗にほのめかすことで、第3世代型原子

炉のコスト上昇の見通しをさらに裏付けている（Abe 2016）。

　こうした高額の建造費がもたらす影響として、需要の鈍化に直面した中国政府

が原子力に代わるより安価なエネルギー源の採用を決める可能性が挙げられる。

とりわけ風力および太陽光エネルギーの発電能力は急速な高まりを見せており、

コスト低減も顕著である。ゆえに、2000年以降の10年間と比べ、原子力発電の

拡大目標はより控えめなものになると予想される。

原子力政策を形作る世論

　中国において原子力発電所の新規建設を妨げている第3の要因は、原発立地に

反対する世論の声に対し、政府がますます敏感になっていることである。福島原

発事故以降、中国国民は原子力関連施設がもたらすリスクを強く認識するように

なった。福島原子力発電所に最も近い江蘇省連雲港市の田湾原子力発電所の近隣
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住民を対象に、2008年8月と2011年3月～4月の2度にわたって実施された調査

の結果、原子力発電所に対する支持は劇的に減少した（Huang et al. 2013）。「我が

国は原子力発電を活用すべきである」という設問に賛成だった回答者の割合は

68パーセントから32パーセントへ減少しており、「原子力発電所の数を直ちに増

やすべきである」という設問についても、賛成した回答者の割合は40パーセン

トから17パーセントに減少していた。また「我が町」に原子力発電所を建設す

ることに賛成だった回答者の割合が23パーセントから8パーセントに減る一方、

「どちらとも言えない」と答えた者の割合も64パーセントから38パーセントに

減っている。それとは対照的に、反対する者の割合は13パーセントから54パー

セントに増加した。また調査の結果、原子力発電がもたらす利益への理解と、政

府に対する国民の信頼が大きく減少する一方、原子力発電に関する知識が大幅に

増えたことも判明している。

　他の地域で行なわれた同様の調査も、原子力の安全性と原発事故に対する国民

の懸念が高い水準にあることを示している（Sun, Zhu, and Meng 2016）。また中国

は、福島原発事故の前後における原発容認度の差異が世界で5番目に大きい国と

なっている（Kim, Kim and Kim 2013）。ある世論調査では回答者のうちの半数以

上が、自宅と原子力発電所との距離が80キロメートル以上あれば安全だと答え

た（He et al. 2014）。

　福島原発事故以降、中国における原発反対の声はますます高まりを見せている

（Buckley 2015; Lok-to 2016）。とりわけ2016年8月には、連雲港市で市民による大

規模な反対運動が発生した。連雲港は他の5ヵ所とともに、CNNCが1,000億元

（150億ドル）の資金を投じ、フランス企業アレヴァの技術を用いて核再処理施設

を建造する候補地とされていた（Green 2016）。週末にあたる2016年8月6日から

7日にかけ、建設計画に反対する数千の市民が集まり、彼らはより大きな国民の

支持を得ようとWeChatといった中国版ソーシャルメディアを広範囲に活用した

（Liu 2016）。参加者は原子力全般に反対するだけでなく、福島原発事故と連雲港

市を関連づけ、「地震活動が活発な地域」に放射性物質を貯蔵することは不適切

で危険だと主張した（Green 2016: 4）。さらに、我が町に再処理施設を建設する政

府の決定には透明性が欠けていると、彼らは苛立ちを募らせている。サウス・チ
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ャイナ・モーニング・ポスト紙の記事によると、地元住民が再処理施設の立地を

知ったのは、国家国防科技工業局が新聞発表を行なった後のことだという（Li 

2016）。ある住民はこう語る。「政府はこのプロジェクトを秘密にした。国民がそ

れを知ったのはつい最近のことだ。だからほとんどの人が心配しているんだよ」

（Hornby and Lin 2016）。

　再処理施設の立地に関する最終決定はまだ下されていないと、連雲港市当局が

市民を安心させようとしたにもかかわらず、抗議運動は8月8日から9日にかけ

て続いた。そして翌10日、市当局は劇的な政策転換を行ない、「核燃料リサイク

ルプロジェクトの用地選定に関わる予備作業を延期する」と発表する（Li 2016）。

それと同時に当局は反核運動のさらなる拡大を押しとどめる措置を強化した。連

雲港市で予定されていた抗議運動の「噂を撒き散らした容疑」で少なくとも一人

を逮捕すると同時に、港を運営する連雲港港口有限集団公司の労働者に対し、

「噂を信じない」「噂を広めない」および「違法な集会に参加しない」ことを誓約

する文書に署名させた（Henochowicz 2016）。

　中央政府も連雲港の動静に注目した。8月11日、政府当局は検閲指示を発令し、

「連雲港核廃棄物プロジェクトの延期決定を注意深く歓迎する」と題した捜狐メ

ディアグループの記事を削除し、かつ転載しないよう、各報道機関に命じた。捜

狐の記事は原子力プロジェクトにまつわる政府の透明性の欠如を批判し、プロジ

ェクトの延期決定を「正しい反応」と評価するとともに、「核廃棄物に反対する

国民の声を過小評価」しないよう政府に警告する内容だった（Wade 2016）。

　連雲港プロジェクトの停止決定は、計画中の原子力関連施設が国民の反対を受

けて中断に追い込まれた最初の例というわけではない。それ以前にも、山東省乳

山の紅石頂原子力発電所、広東省江門市の核燃料サイクル工場、そして福建省の

恵安原子力発電所プロジェクトが中止されている（Sheng 2014）。

　中国におけるこれら将来の原子力プロジェクトが中止された以上に大きな意味

を持つ出来事として、国務院法制弁公室が2016年9月に「原子力発電管理規則

（原電管理条例）」の改正案を発表し、新規原子力プロジェクトの用地選定にあた

り世論を考慮に入れるよう初めて事業者に求めたことが挙げられる。この改正案

が発表されたのは連雲港における抗議運動の直後であり、「日本の福島で発生し
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た原発事故は、原子力の安全性に関する疑問を再び国民の間に引き起こし、また

不安と反対の感情が時々生じる原因ともなった」と法制弁公室は記している

（Stanway 2016）。NDRCとCNEAによって起草された改正案は事業者に対し、全

ての新規原子力プロジェクトについてそれが「社会安定性」に与える影響を省政

府と共同で評価するとともに、公聴会を通じて広く世論を吸い上げるよう命じて

いる。それに加え、改正案は国民が原子力発電に関する政府の情報を閲覧できる

権利を有しているとした（J. Wang 2016; Stanway）。そしてこの改正案は最終的に

「原子力プロジェクトの建設および監視に国民がより深く関与できる」ことが目

的であると、国務院は主張したのである（Stanway 2016）。

　この規則改正案は、再処理施設計画を中断させた連雲港市当局の決断と合わせ、

中国における将来の原子力発電所計画において世論が第3の重要な制約要因にな

ったことを示している。原子力発電に対する国民的な反対の高まりが全国規模の

反体制運動を引き起こすのではないかと、中央政府と地方政府は懸念を募らせて

いる。こうした懸念に対し、中央および地方政府の当局者たちは検閲、拘束、労

働者の弾圧といった従来の方法を用いる一方、国民の懸念に一定の譲歩を示した。

連雲港再処理施設プロジェクトの延期、原子力政策の意思決定における透明性の

確保と国民参加の強化を目的とした規則改正がその例である。本章を執筆してい

る時点で、実際に中国国民が意思決定過程により深く関われるかどうかを判断す

るのは時期尚早である。しかし連雲港市当局と国務院が見せた素早い対応は、政

府が世論に敏感になっていることを如実に物語っている。福島原発事故後におけ

る中国国内の反核感情の高まりから判断して、世論はこれからも原子力発電の拡

充を妨げる要因となるだろう。

結　論

　中国における原子力発電の将来像は、もはやこれまでのものとは異なっている。

10年前、中国は原子力発電に関する極めて野心的な目標を設定し、それを達成

した上、さらに野心的な目標を定めるという評判を得ていた。しかしそれは今や

過去のものである。経済が本質的に変化した結果、エネルギー需要の増加率は著
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しく減少した。それがあまりに急激だったため、中国は現在過剰な発電能力を抱

えている。その結果、多くの発電所において稼働時間が以前よりも短縮された

（前述の通り）。にもかかわらず、体制が抱える惰性的な性質により、原子力発電

所を含むさらに多くの発電所が今後数年間で稼働を開始する。ゆえに、電力需要

と発電能力の不一致はこれからさらに深刻さを増すと予想される。結果として、

原子力発電の成長率も下がることが予想されるのである。

　中国国内におけるこうした変化は、原子力事業者や製造業者を原子炉の輸出へ

と突き動かす役割を果たした。とりわけこれら事業者が目標としているのは西ヨ

ーロッパ市場への参入―イギリスのヒンクリー・ポイントC原発がその一例
―であり、巨額の投資をもってそれを行なおうとしている。ある面から見れば、

これは中国原子力産業の成熟と技術的能力の向上を示すものと言えよう。しかし

それとは異なる点から見てみると、国内市場の成長率鈍化に対する反応であると

も考えられる。ゆえに原子炉の輸出は、さらなる建造を続ける手段となったので

ある。しかし輸出市場への参入は容易なことでなく、とりわけ安全面で問題なく

稼働する原子炉を中国が供給できるか否かについて数多くの疑問が残っている

（�omas 2017）。また中国は国外で原子力事業を行なった経験がほとんどない。

ヒンクリー・ポイントC原発に対する投資はこうした懸念の一掃が目的であり、

その実行には中国の経済的影響力が行使されている。その結果、イギリスは見返

りとしてブラッドウェル原発における中国製原子炉の導入を認めるのではないか

という観測がなされた。

　それに対する第1の反論として、中国は化石燃料とりわけ石炭への依存を減ら

す途上にあり、その手段として老朽化した石炭火力発電所を閉鎖し、再生可能エ

ネルギーや原子力など、化石燃料を使わない新たな発電所の需要を生み出してい

る、というものが挙げられよう。それは確かに間違いないが、本章の前半の記述

は、原子力発電所に内在する制約―長期の建設期間、巨額の費用、原子炉設計

の輸入にまつわる諸問題、そして何より、沿岸部における原発用地の不足―の

ため、化石燃料発電所は原子炉でなく再生可能エネルギー―風力および太陽光

発電―の施設によって置き換えられる可能性が高いことを示唆している。

　第2の反論として、原子力エネルギーはベースロード電源とみなされているが、
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太陽光や風力ではこのような機能を果たすことができない、というものがある。

再生可能な電力源と原子力との間には重要な違いがいくつもあるが、中国経済の

構造変化、およびエネルギーを大量に消費する製造業―鉄鋼業およびセメント

業など
5
―からの脱却が進んだ結果、こうした主張は説得力を失いつつある。

中国における電力需要のパターンを支配しているのは、産業面のエネルギー需要

なのである。

　本論は示唆的なものであって断定的なものではないと、ここに改めて強調する。

内陸部における原発建設を支持する勢力と、そうした動きに反対する勢力との間

の政治的な権力バランスが変化し、新規原発の立地に関する制約が取り払われる

可能性も当然ながら存在する。しかし現状を見ると、そうなる可能性は低い。内

陸部での原発建設を支持する勢力が、エネルギー需要の低成長時代を迎える前に

反対派を屈服させることができないとすれば、エネルギー需要の成長率がますま

す低くなり、かつ原発建設に地元住民が反対の声を上げるという状況の下、彼ら

の勝利の可能性はますます低くなる。

　こうした事態の推移や変化が意味するのは、中国が原子力から脱却しつつある

ということではない。しかしこれまでの想定とは対照的に、中国が世界的な原子

力拡充の推進力となる可能性もまた低いのである。

〔献辞〕

　本章は先行研究（King and Ramana 2015）の一部を土台にしているが、構成と論旨は完
全に変えている。また2014年8月12日から14日にかけてキャンベラのオーストラリア国
立大学で開催されたワークショップ「東アジアにおける原子力：費用と効用」に筆者らを
招待し、本書の草稿に貴重な論評を加えたピーター・ヴァン・ネスに感謝したい。さらに、

5   ベースロード電源の重要性が失われつつある事実は、各国で実施された様々

な研究調査によって実証されている。イギリスの例を挙げると、「英国における

現在の電力需要パターンの下、同国の電力システムが、風力によって生み出され
4 4 4 4 4

る電力の
4 4 4 4

平均およそ30パーセント、および太陽電池による電力の平均10パーセ

ントを確保すれば、ベースロード電源の必要性は消滅する」ということが研究に

よって明らかにされている（Smith and Grubb 2016: 3、傍点は原文より）。
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